
　生活福祉資金貸付制度

【限度額】（月額） 【限度額】 

　※横浜市、川崎市にお住まいの方は区が窓口です。
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真鶴町社会福祉協議会 ０４６５－６８－３３１３

湯河原町社会福祉協議会 ０４６５－６２－３７００
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山北町社会福祉協議会 ０４６５－７５－１２９４

開成町社会福祉協議会 ０４６５－８２－５２２２

箱根町社会福祉協議会 ０４６０－８５－９０００

麻生区社会福祉協議会 ０４４－９５２－５５００ 大井町社会福祉協議会 ０４６５－８４－３２９４

松田町社会福祉協議会 ０４６５－８２－０２９４

宮前区社会福祉協議会 ０４４－８５６－５５００ 二宮町社会福祉協議会 ０４６３－７３－０２９４

多摩区社会福祉協議会 ０４４－９３５－５５００ 中井町社会福祉協議会 ０４６５－８１－２２６１

中原区社会福祉協議会 ０４４－７２２－５５００ 寒川町社会福祉協議会 ０４６７－７４－７６２１

高津区社会福祉協議会 ０４４－８１２－５５００ 大磯町社会福祉協議会 ０４６３－６１－９３９０

川崎区社会福祉協議会 ０４４－２４６－５５００ 清川村社会福祉協議会 ０４６－２８７－１１１８

幸区社会福祉協議会 ０４４－５５６－５５００ 葉山町社会福祉協議会 ０４６－８７５－９８８９

瀬谷区社会福祉協議会 ０４５－３６１－２１１７ 綾瀬市社会福祉協議会 ０４６７－７７－８１６６

川崎市社会福祉協議会 ０４４－７３９－８７１６ 愛川町社会福祉協議会 ０４６－２８５－２１１１

栄区社会福祉協議会 ０４５－８９４－８５２１ 座間市社会福祉協議会 ０４６－２６６－２０２５

泉区社会福祉協議会 ０４５－８０２－２１５０ 南足柄市社会福祉協議会 ０４６５－７３－１５７５

海老名市社会福祉協議会 ０４６－２３５－０２２０

青葉区社会福祉協議会 ０４５－９７２－８８３６ 大和市社会福祉協議会 ０４６－２００－６１７７

 大学

緑区社会福祉協議会 ０４５－９３１－２４７８ 厚木市社会福祉協議会 ０４６－２２５－２９４７

港北区社会福祉協議会 ０４５－５４７－２３２４ 秦野市社会福祉協議会 ０４６３－８４－７７１１

65,000円 まで

都筑区社会福祉協議会 ０４５－９４３－４０５８ 伊勢原市社会福祉協議会 ０４６３－９４－９６００

戸塚区社会福祉協議会 ０４５－８６６－８４３４

 短期大学

 専修学校（専門課程）

金沢区社会福祉協議会 ０４５－７８８－６０８０ 三浦市社会福祉協議会 ０４６－８８８－７３４７

磯子区社会福祉協議会 ０４５－７５１－０７３９ 相模原市社協（緑区事務所） ０４２－７７５－８６０１  大学

港南区社会福祉協議会 ０４５－８４１－０２５６ 逗子市社会福祉協議会 ０４６－８７６－６２２２  高等専門学校

60,000円 まで

旭区社会福祉協議会 ０４５－３９２－１１２３ 相模原市社協（南区事務所） ０４２－７６５－７０６５  専修学校（専門課程）

０４５－３４１－９８７６ 相模原市社会福祉協議会 ０４２－７５６－５０３４  短期大学

 高等学校

35,000円 まで

 高等学校

　500,000円 まで

     ※入学時1回のみ

   ※転校は対象外

西区社会福祉協議会 ０４５－４５０－５００５ 藤沢市社会福祉協議会 ０４６６－５０－３５２５  中等教育学校の後期高等課程  中等教育学校の後期高等課程

南区社会福祉協議会 ０４５－２６０－２５１０ 茅ヶ崎市社会福祉協議会 ０４６７－８５－９６５０  特別支援学校（高等部）  特別支援学校（高等部）

中区社会福祉協議会 ０４５－６８１－６６６４ 小田原市社会福祉協議会 ０４６５－３５－４０００  専修学校（高等課程）  専修学校（高等課程）

 高等専門学校

保土ヶ谷区社会福祉協議会

鶴見区社会福祉協議会 ０４５－５０４－５６１９ 平塚市社会福祉協議会 ０４６３－２１－８８１３

神奈川区社会福祉協議会 ０４５－３１１－２０１４ 鎌倉市社会福祉協議会 ０４６７－２３－１０７５

ご相談はお住まいの市区町村社会福祉協議会へ

名　　　称 電話番号 名　　　称 電話番号

横浜市社会福祉協議会 ０４５－２０１－８６１６ 横須賀市社会福祉協議会 ０４６－８２４－３４３５

2018年度改訂版

教 育 資支 金援 のご案内

□ 授業料、施設設備費

□ 教材費

□ 通学交通費 など

就学するのに必要な経費の貸付です。

教 育 支 援 費 就 学 支 度 費

新入学時にのみ必要な経費の貸付です。

□ 入学金

□ 制服代 など

ご注意ください。

教育支援資金は、一定の所得以下の世帯に対して、

学校教育法に定められた高等学校、大学などへの進学や通学に必要な経費を貸付けるものです。

◆貸付にあたっては審査があります。また、審査内容等についてはお答えできません。

◆既に多額の負債がある場合には、弁護士等の専門家の相談・アドバイスを受けていただくこともあります。

◆事業の目的遂行に必要な範囲に限り、関係機関・者について、個人情報を照会、または提供し、提供されることがあります。

（個人情報の取り扱いについては、申込相談の際に確認させていただきます）

◆市区町村社会福祉協議会との連絡が確実に行える状況であることが前提となります。転居、退学など世帯の状況に変更があ

った場合には、必ず市区町村社会福祉協議会に連絡していただきます。

◆虚偽の申請、不正な手段により貸付を受けた場合や、借入金の使途を勝手に変更したり、他に流用した場合には、資金の全

額または一部を即時に返還していただくこともあります。

◆暴力団員による不当行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員である者が属する

世帯は借入申込ができません。

◆貸付の可否にかかわらず、提出いただいた書類の返却は行いません。

■連帯保証人は、原則として不要です。

※世帯の状況により、連帯保証人の選任を

お願いする場合があります。

他から借入ができる方は、そちらが優先となります。

（優先制度についてはP2参照）

■

償還の意思を明確 にしていただきます。■

親権者の同意が必要です。

※原則として修学者を借受人とします。

■

借入期間、償還(返済)期間中は、

窓口となる社会福祉協議会と

お住まいの地域を担当する民生委員の

支援を受けていただきます。

■

■対象経費には、制限があります。

※生活費、家賃など貸付対象としない経費があります。

※自己資金で対応できる金額を除いた経費を貸付ます。

※支払い済みの経費は、貸付できません。

借受人、連帯借受人ともに債務者となります。

Point① 用語の解説

【借受人】

本資金を借り受ける人のことを

いいます。

返済（償還）の義務があります。

【連帯借受人】

借受人と連帯して、本資金を借受

ける人のことです。借受人とともに返

済（償還）の義務があります。

【連帯保証人】

借受人、連帯借受人とは生計を別

にし、連帯して債務を負う人のことを

いいます。借受人、連帯借受人とと

もに返済（償還）の義務がありま

す。

【償還】

借入金を返済すること。

□世帯収入が生活福祉資金収入基準以下の世帯

□神奈川県にお住まいで、住民票もその住所にある世帯

※窓口でご確認ください。

※法で定める修業年限を超えての貸付はできません。

※特に必要と認める場合に限り、上記の貸付額(月額)の1.5倍まで貸付可能です。窓口でご相談ください。

※必要とする月数（最大12か月）を貸付けます（優先制度利用の場合を除く)。 教育支援費については、年次ごとにお申込みください。

必ずお読みください！

・ 生徒・学生が 「連帯借受人」

〈入寮等で学生のみ県外に転居する場合〉

・ 親権者のうち、
生計中心者が 「借受人」

・ 生徒・学生が 「借受人」

・ 親権者のうち、

〈自宅から通学〉

生計中心者が 「連帯借受人」



  ■ 相談から償還完了までの流れ

・・・ 高校、専修学校（高等課程）、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校の高等部へ進学・進級の場合

 神奈川県高等学校奨学金

 神奈川県教育委員会

 在学している中学校にお問合せください。

 無利子、保証人必要、収入要件あり、審査あり

・・・ 大学、短期大学、専修学校へ進学の場合

  ■ 申込について

◆ 必要書類をご準備ください。

◆ お住まいの市区町村にある社会福祉協議会にて、申込書にご記入

ください。

（借受人、連帯借受人、連帯保証人ご自身でご記入いただきます）

◆ 審査には時間を要します。

お申込みの際は時間に余裕をもってお申込みください。

◆ 貸付の可否にかかわらず、提出いただいた書類の返却は

行いません。

【償還期間】 20年以内 【利子について】

償還計画に基づいて返済していただいた場合は、無利子です。

◆ 貸付が決定すると、借用書等の契約書類と印鑑登録証明書を 【据置期間】 ６か月以内 ただし、計画期間を過ぎて残額が残っている場合は、残額に対し、

ご提出いただきます。 概ね卒業してから半年後から償還が始まります。 年利5.0％の延滞利子が加算されます。

（一部例外を除く）

◆ 教育支援費は、原則として分割して交付します。 【償還猶予について】

　※状況に応じて、一括交付することもあります。 【償還方法】 ① 払込取扱票（取り扱いは、ゆうちょ銀行のみ） 上級学校に進学した場合で、すぐ償還を開始することが難しい場合、

◆ 送金口座は、借受者、連帯借受者いずれかの名義の口座をご指定ください。 ② 銀行口座引落 窓口の社会福祉協議会にご相談ください。
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窓　　　口  在学している高校にお問合せください。

特 　　 徴
 無利子、保証人必要（機関保証制度あり）、

 収入要件・学力要件あり、審査あり

  ■ 償還方法

  ■ 資金交付（送金）について

窓　　　口

特 　　 徴

優先制度 日本学生支援機構  第1種奨学金　給付型奨学金

実　　  施  日本学生支援機構

窓　　　口
 市域：各市児童福祉所管課、町村域：県保健福祉事務所

 横浜市・川崎市・相模原市・横須賀市：各市へお問合せください。

特  　　徴  無利子、保証人が必要な場合があります（機関保証制度あり）、審査あり

優先制度

実  　　施

  ■ 優先制度について

優先制度  母子父子寡婦福祉資金貸付金　修学資金　就学支度資金 給付奨学金

実　　　施  神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市

Point ②

高校進学

大学進学

ひとり親世帯

日本学生支援機構奨学金
「第2種奨学金」「入学時特別増額貸与奨学金」

の取り扱いについて

※無利子の奨学金等との併用利用が可能です。

学費が不足する場合、 教育支援資金の貸付ができる場合があります。

窓口にご相談ください。

・・・ 母子家庭、父子家庭のご世帯、寡婦の方の場合

【世帯状況の確認書類】

□ 住民票（世帯全員分、発行後3か月以内のもの）

□ 世帯全員の所得証明書類（源泉徴収票や確定申告書等）

□ 連帯保証人を立てる場合、その住民票・所得を確認する書類

【学校関係の確認書類】

□ 在学中の場合は、在学証明書

すでに合格している場合、入学許可書（合格通知）

□ 就学にかかる経費がわかる資料

（学校案内、募集要項等授業料等の内訳や納入期限がわかる書類）

※ その他、ご世帯の状況により必要な書類があります。

窓口の市区町村社会福祉協議会にご相談ください。

必要書類について

・日本学生支援機構

「第2種奨学金」（有利子）と

「入学時特別増額貸与奨学金」（有利子）は、

優先制度ではありません。

また、教育支援資金との併用利用はできません。

どちらかをお選びいただきます。

相 談
申込書類準備

1
お住まいの市区町村にある社会福祉協議会へご相談ください。

申込書類

提出

2

民生委員

との面談

3

審 査

4

審査結果

の通知

5

契 約
（借用書作成）

6

資金交付

7

借入申込書等をお住まいの市区町村にある社会福祉協議会に提出してください。

担当する民生委員が、借入の必要性やご世帯の状況等についてお伺いします。

貸付について、神奈川県社会福祉協議会が審査を行います。

貸付の可否について通知します。 ※貸付決定の場合は６へ進みます。

借用書、印鑑証明書等契約に必要な書類を提出していただきます。

指定の金融機関口座へ送金いたします。

＊必要な書類は、相談内容により追加して提出を求める場合もあります。

＊本制度の説明やご世帯の状況をお聞きします。

＊借入申込書にご記入し、必要書類を準備してください。

＊審査の結果により貸付できない場合もあります。

＊審査内容についてはお答えできません。

＊ご本人及び貸付関係者（連帯借受人、連帯保証人、担当民生委員）

全てに文書で通知します。

＊借用書に、借受人、連帯借受人、連帯保証人、親権者全員の自筆の署名、

実印の押印のうえ、印鑑登録証明書とともに市区町村社協へご提出ください。

償 還

8

据置期間後に償還開始となります。償還計画期間にご注意ください。

償還

完了

9
借用書を借受人に返還します。償還完了のお知らせを債務関係者（借受人、

連帯借受人、連帯保証人、担当民生委員）に文書で通知します。


